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第２回全体会 審議資料

令和４年２月25日

第12期東京都生涯学習審議会



１ 開会

２ 議事
都立学校開放事業の課題整理

３ 今後の予定
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第２回全体会 次第



本日御審議いただきたいこと
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都立学校開放事業（公開講座、施設開放事業）の
課題整理

⇒ 「これからの地域コミュニティづくりに貢献する都立学校」の在り
方を考えていくため、現在、東京都教育庁が推進している都立
学校開放事業の現状をお伝えし、課題を整理していきたい。



都立学校開放事業の現状

Ⅰ 都立学校開放事業
都立学校の人的資源及び施設等の教育機関を広く都民に開放し、都民の学習・文化・
スポーツ活動の振興に資するとともに、地域に開かれた学校づくりを促進する。

■公開講座
・学校の人的資源（教員等）及び施設設備等の教育機能を活用し、地域住民に学習の
機会を提供

・昭和58（1983)年度事業開始
■施設開放

・学校の体育施設や学習・文化施設を地域住民のスポーツや学習活動等の場として提供
・昭和52(1977）年度事業開始

平成10年度から、原則としてすべての都立学校（特別支援学校含む）において
学校教育に支障のない範囲で実施
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＜根拠法令＞
■ 社会教育法
第44条 学校の管理機関は、学校教育上支障がないと認める限り、その管理する学校の施設を社会教育のために

利用に供するように努めなければならない。
第48条 教育委員会は（略）設置する公立学校に対し、その教育組織及び学校の施設の状況に応じ、（略）

社会教育のための講座の開設を求めることができる。
■ 学校教育法
第137条 学校教育上支障のない限り（略）学校の施設を社会教育その他公共のために利用させることができる。
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（ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ準備局）

都立学校開放事業の体系

都立学校公開講座

高等学校等（中等・附属中）

盲・ろう・特別支援学校

都立学校施設開放

体育施設開放

学習文化施設開放

都
立
学
校
開
放
事
業

都立特別支援学校活用促進事業

リカレント型講座、家庭・地域の教育力向上講座（児童・
生徒対象、保護者と児童・生徒対象）

障害者本人講座、ボランティア養成講座

グラウンド・体育館等の開放

会議室・音楽室・図書館等の開放

■方針策定、予算配付、
情報集約、広報

・・・生涯学習課

■実施計画作成、広報、
受付、実施

・・・各学校
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都立学校開放事業の経緯

年（西暦） 都立学校開放事業をめぐる動き

昭和52(1977）年
昭和58(1983）年
平成10(1998）年
平成14(2002)年２月

平成16(2004)年11月

平成24(2012)年２月

平成29(2017)年２月

平成31(2019)年２月

令和4(2022)年

都立学校施設開放事業開始
都立学校公開講座開始
都立学校開放事業（施設開放・公開講座）全校実施
都立高校改革推進計画 新たな実施計画

東京都特別支援教育推進計画

都立高校改革推進計画・第一次実施計画

東京都特別支援教育推進計画(第二期)・第一次実施計画

都立高校改革推進計画 新実施計画（第二次）

東京都特別支援教育推進計画(第二期) 第二次実施計画

教育活動を進めるに当たり、地域・社会の協力を得ながら地域とのパートナーシップを築き、
都民の生涯学習やコミュニティ形成に資するよう、学校が持つ様々な教育機能を地域・社会へ
積極的に提供していく必要がある。

学校の教育機能の地域社会への提供（障害のある児童・生徒の活動に資するとともに、活動を
支える人材の養成、都民の理解促進）

地域や社会との連携を更に充実させていく観点から、開放事業を通じて開かれた学校づくりを
目指す。

地域に開かれた都立高校として、地域住民の学習・文化・スポーツ活動の振興に資するため、
開放事業を実施

障害のある人々が豊かな地域生活を営み社会参加を実現するための講座や、障害のある人々の
地域活動を支援する人材を育成するための講座を通じて、学校の教育的機能を地域に提供

共生社会の実現に向けて、障害のある人々がレクリエーションやスポーツなどで共に活動する
講座や、障害のある人々への理解や支援について学ぶとともに、交流を深める講座を実施
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都立学校公開講座

高等学校 等
※以後「高校」

盲・ろう・特別支援学校
※以後「特別支援学校等」

実
施
方
法

【共通】
・講師等の指導者は、原則として開放校の教員が担当する
・実施場所は基本的に開放校
・1講座5〜20時間を基本とする
・受講料は学校が徴収する（1時間あたり100円）
・広報はHP（都教委・各学校）及び社会教育施設等に配布するチラシ
・受講申込は、「東京共同電子申請・届け出サービス」※又は往復はがきを使用

※都内の自治体が共同で使用できる電子申請サービス

種
類

【リカレント型講座】
・成人対象
・学校の教育活動として行っている科目等
の特色を生かした講座

・語学、芸術文化、スポーツなど

【地域的・現代的課題講座】
■家庭・地域の教育力向上
・児童生徒又は保護者と児童生徒が対象
・異年齢の子供同士の交流や多様な体験の
機会を提供する。

・親子工作教室、子供陶芸教室など

【地理的・現代的課題講座】
■障害者本人講座
・成人で障害のある方
・障害のある人々の豊かな地域生活と社会参
加促進のための講座

・スポーツや音楽、社会人としてのマナーを
学ぶ講座など

■ボランティア養成講座
・障害のある方々への理解と交流を深め、
講座終了後は地域又は学校において、障害
のある方々の地域活動の支援を行う人材を
育成するための講座

・手話体験講座、点字など

Ⅰ 事業の概要
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都立学校公開講座

全校数 実施校数
高校 196 157
特別支援学校 57 51

Ⅱ 実施状況

◆未実施理由 ◆実施状況
・高校は、全体の約80%にあたる157校で実施
・特別支援学校は、全体の約90％にあたる51校
で実施

◆未実施の理由
・高校は、「応募者が基準に満たなかった」、
「実施できる講師が見つからなかった」が、
それぞれ約30%となっている。

・特別支援学校は、２分の１が「応募者が基準
に満たなかった」となっている。

◆参加者が集まらない講座の要因
高校、特別支援学校共に、都民等のニーズとの
ミスマッチが要因と考えられる。

実施校割合（令和元年度）

理由 学校数 割合
応募者が基準に満たなかった 12 30.8%
実施できる講師が見つからなかった 12 30.8%
校舎の改修工事 6 15.4%
同一敷地内の他の都立学校にて実施 5 12.8%
その他 4 10.3%

合  計 39 100.0%

高
校

理由 学校数 割合
応募者が基準に満たなかった 3 50.0%
実施できる講師が見つからなかった 1 16.7%
その他 2 33.3%

合  計 6 100.0%

特
別
支
援
学
校

※令和2年度、3年度は新型コロナウィルス感染症拡大により
ほぼ実施していないため令和元年度の実施状況



9

都立学校公開講座

５時間 10時間 15時間 20時間

リカレント講座 208 43 68 80 17

児童・生徒対象 58 36 9 7 6
保護者と児童・生徒対象 15 11 0 4 0

281 90 77 91 23

講座数
講座時間

合  計

地域的・現代的課題講座

リカレント講座
◆リカレント講座が、全体の
約４分の３を占めている。

◆講座時間は、リカレント講
座は10時間及び15時間が
多い一方、地域的・現代的
課題講座は、対象が児童・
生徒ということもあり５時
間の割合が多い。

◆実施状況

公開講座の講座数・実施校数の推移（平成27年度〜令和元年度）

高校における講座数（令和元年度）

◆公開講座の実施校数
は、概ね210〜220校
前後で推移。実施割合
も85％前後で推移し
ている。

◆実施講座数も、年度に
よる大きな変化はな
く、370講座前後で推
移している。
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高校における講座の応募倍率割合（令和元年度）
◆「児童・生徒対象」と「保護者と児童・生徒対象」

◆リカレント講座は、約半数
の講座で応募倍率が１倍を
切っている。

◆「児童・生徒対象」「保護
者と児童・生徒対象」は、
平均すると１倍を超えてい
るものの（11頁参照）、約
６割の講座で応募倍率が１
倍を切っている。

◆両講座ともに、応募倍率が
２倍を超えている講座は、
全体の1割強となっている。

１
倍
以
下

１
倍
以
上

都立学校公開講座

高校における講座修了者の年齢割合（令和元年度）
◆「児童・生徒対象」と「保護者と児童・生徒対象」

◆リカレント講座
・50代以上が全体の80％
を占めている。

・70歳以上が全体の20％以
上となっている。

・20代及び30代の修了者は、
１〜２%と少ない。

◆リカレント講座

◆リカレント講座

講座数
２０８

講座数
７３

修了者数
2,842人

修了者数
1,353人



11

都立学校公開講座

高校における講座の応募倍率（令和元年度）
◆リカレント講座

◆「児童・生徒対象」と「保護者と児童・生徒対象」

◆リカレント講座
・平均応募倍率は、1.13倍
・農業系や工業系、生活・家庭系など、専門高校で
実施している講座の倍率が平均を超えている。

・食品加工やステンドグラスを制作する講座など、
応募倍率が４倍を超える講座もある。

◆「児童・生徒対象」と「保護者と児童・生徒対象」
・両講座ともに、平均倍率は１倍を超えている。

講座名 倍率 カテゴリ
食品加工コース 5.83 農業系
食品加工講座 5.07 農業系
ステンドグラス制作初級講座 4.70 芸術・文科系
初級英会話 4.20 語学系
初めてのソーセージ作り 4.00 生活・家庭系

・倍率の高い講座例

講座名 倍率 カテゴリ
小学生理科教室 12.05 児童・生徒対象
小学生英語体験教室（小学校５・６年生対象） 3.20 児童・生徒対象
親と子の楽しい理科実験教室 2.73 保護者と児童・生徒対象

・倍率の高い講座例
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都立学校公開講座

特別支援学校における講座数・応募者数等の推移（平成27年度〜令和元年度）
◆講座数 ◆応募者数

◆応募倍率 ◆講座数
・本人講座は、H27年度からH29年度にかけ、
減少傾向であったものの、H30年度以降は60
程度で推移している。

・ボランティア養成講座は、ほぼ横ばいである。
◆応募者数
・本人講座は、講座数と連動し、H30年度以降
増加し、1,800人台で推移している。

・ボランティア養成講座は、減少傾向である。
◆応募倍率
・両講座ともに、横ばいである。
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都立学校公開講座

特別支援学校における講座数（令和元年度）

◆本人講座とボランティア
養成講座の割合は２：１で
ある。

◆講座時間は、本人講座は
10時間が多い。ボラン
ティア養成講座は、10時
間及び15時間が多い。

◆両講座とも、20時間は少
ない。

５時間 10時間 15時間 20時間

障害者本人講座 61 14 29 16 2
ボランティア養成講座 28 4 12 10 2

89 18 41 26 4合  計

講座数
講座時間

地域的・現代的課題講座

特別支援学校における講座の修了者の年齢割合（令和元年度）
◆本人講座 ◆ボランティア養成講座

◆本人講座修了者の90%以上
を20代までで占めている
のは、参加者の多くが卒業
生であることによる。

◆ボランティア養成講座は、
年代に大きな偏りはなく、
様々な年代の方に受講いた
だいている。

修了者数
1,802人

修了者数
310人

◆実施状況
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都立学校公開講座

特別支援学校における講座の応募倍率割合（令和元年度）

◆本人講座は、約80%の講座
で応募倍率が１倍を切って
いる。

◆ボランティア養成講座は、
約90%の講座で応募倍率が
１倍を切っている。

講座数
61

講座数
73

◆本人講座 ◆ボランティア養成講座

特別支援学校における講座のカテゴリ別応募倍率（令和元年度）

講座名 倍率 カテゴリ
光明カレッジ 1.70 本人講座
サタデー講座（楽しく余暇を過ごそう） 1.40 本人講座
初めての手話体験講座 1.33 ボランティア講座

倍率の高い講座例

◆本人講座
・平均応募倍率は、0.75倍
・平均応募倍率は高くないものの、受講者が100人を超える大規模な
講座も実施されている。

◆ボランティア養成講座
・平均応募倍率は、0.62倍と低い水準となっている。

１
倍
以
下

１
倍
以
上
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都立学校施設開放

事業の概要
体育施設・学習文化施設

実
施
方
法

・開放施設は、体育施設・学習文化施設
・学校が教育活動に支障のない範囲で開放施設・日時等を決定する。
・施設使用の状況は、平均すると学校あたり実日数で約30日。
・高校では１校あたり年間１〜300日程度、特別支援学校等で4〜200日程度。
（島しょ地域の学校では社会教育施設としても使用されており、開放回数が多
い。）

・広報は都教委および各学校のHPにより行う。
・利用に際しては団体登録が必要
・利用者は光熱水費等の実費のみを負担

実
施
状
況

・開放計画実日数（全校合計）：7,992日
・使用実日数（全校合計） ：5,736日

その他
登録団体数は平成27年度3,912団体から令和元年度4,248団体と増加している。

※令和2年度、3年度は新型コロナウィルス感染症拡大により
ほぼ実施できていないため令和元年度の実施状況
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都立学校施設開放

実績等の推移（平成27年度から令和元年度まで）
◆開放校数 ※複数の施設を開放している場合も１校とカウント ◆登録団体数

◆開放校数
・平成27年度から、若干減少傾向で推移
している。

◆登録団体数
・平成28年度以降ほぼ横ばいで推移して
おり、延べ4,000強の団体が登録して
いる。

◆施設別開放校数
・テニスコート、グラウンド、体育館の
順に開放校が多く、平成27年度から、
若干減少傾向で推移している。

・学習文化施設の開放校は、体育施設に
比べ少ない上、変動も僅かである。

◆施設別開放校数
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都立学校施設開放

【参考】都立特別支援学校活用促進事業

◆令和3年度は27校で実施

◆受付から開放日調整、
利用団体対応まで政策連携
団体において実施しており、
学校側の負担を軽減

※ 令和元年度 都立学校活用促進モデル事業の実績
◆施設貸出（全20校） ◆体験教室

対象施設 対象学校数
延べ

貸出可能日数
延べ

貸出日数
登録団体数

体育館 20校
グラウンド 8校
テニスコート 2校
ミニトラック 1校

3,422日 2,244日 448団体

実施学校
実数

延べ
開催回数

延べ
参加者等数

20校 105回 2,862人

出典：令和３年度都立特別支援学校活用促進事業 体育施設利用案内



協定

都教育委員会

政策連携団体等 学 校

利用者（団体・個人）

利用登録
・申込

スポーツ体験教室
等の開催

オリンピック・オリンピック・
パラリンピック準備局

協定

体育施設の貸出

＜事業目的＞
障害のある人や障害者スポーツ競技団体等が、身近な地域でスポーツ活動ができるよう、

対象となる都立特別支援学校の体育施設を、学校教育活動に支障のない範囲で平日夜間や
土日・祝日に開放し、活用を促進する。

＜実施体制＞

都立学校施設開放

〇都立特別支援学校活用促進事業の概要

18
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これからの地域コミュニティづくりに貢献する都立学校

戦略２

子
供
た
ち
一
人
ひ
と
り
に
応
じ
た
多
様
な

学
び
の
場
を
創
出
し
、
子
供
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ち
を
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サ
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ー
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す
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戦略4
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ニ
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イ
フ
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る
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く
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学
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・
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味
・
地
域
参
加
・・
・
）

戦略５

生
涯
を
通
じ
た
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
デ
ー
ト

戦略６

イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
シ
テ
ィ
東
京
の
実
現

戦略７

人
が
集
い
、
気
持
ち
を
分
か
ち
合
え
る「
居

場
所
」の
創
出
、

あ
ら
た
な
つ
な
が
り
を
生
み
出
し
、
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
を
元
気
に
す
る

『未来の東京』戦略（令和３年３月）

子供 高齢者 生涯学習 多文化共生 コミュニティ

【第12期生涯審で
御意見をいただき
たいこと】

『未来の東京』戦略
に掲げられた考え
方を、地域コミュニ
ティにある施設とし
ての都立学校（主
にハード）を活用を
活用して、どのよう
に具現化していく
か？

【検討の方向】
① 都立学校が都有施設として、都民生活を豊かにするためにどのように寄与でき

るか、検討する
② 学校施設を開放する際、基本的に教職員の負担をかけないことを前提とする
③ 学校施設を開放することにより、当該学校の生徒にもメリットをもたらす方策を

検討する

審議の枠組みについて

【第12期生涯審で御意
見を頂きたいこと】

『未来の東京』戦略に
掲げられた考え方を、
地域コミュニティにあ
る施設としての都立学
校（主にハード）を活
用して、どのように具
現化していくか？


